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2010 年代以降，全国的な⼈⼝減少と⼈⼝の東京圏⼀ 集中の傾向が顕著となったことを
受けて，政府は 2014 年に地⽅ ⽣を主要施策として げ，これまで様々な取り組みが⾏わ
れてきた。そのひとつとして，各地域における⼈⼝の現状と将来の 望を ⽰する「地⽅⼈
⼝ ジ ン」，および今後 5 カ年の⽬標や施策の基本的⽅向， 体的な施策をまとめた「地
⽅版総合戦略」の策定が地⽅⾃治体に義務づけられたことが挙げられる。それらのなかでは，
⼈⼝移動や出⽣率に関連する⽬標値が I（ e  erformance Indicator）の形で定められ，
とくに出⽣施策に んで合計出⽣率の 〜現在の推移と将来⽬標に関して記述されてい
るものが多く⾒受けられる。合計出⽣率の推移において最も頻 に参照されているのが，
⽣労働省「⼈⼝動態特 報  ⼈⼝動態保 所・市区町村別統計」（以下，「⼈⼝動態市区町
村別統計」）である。「⼈⼝動態市区町村別統計」は，地⽅⾃治体や研究者を中⼼として「地
⽅⼈⼝ ジ ン」等以外でも く活⽤されており，全国統⼀的な基準で地域別の⼈⼝動態分
析を可能とする貴 な資料である。しかしながら，本統計において表章されている各指標の
詳細な算出⽅法については，ほとんど知られていないように われる。

そこで本稿では，「⼈⼝動態市区町村別統計」において表章されている合計出⽣率の実
値とベイ 推定値に着⽬し，それらの算出⽅法を するとともに， 数回の「⼈⼝動
態市区町村別統計」による合計出⽣率の実 値とベイ 推定値との⽐較を⾏い，ベイ 推定
の妥当性について検証することを主たる⽬的とする1。
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「⼈⼝動態市区町村別統計」における合計出⽣率の算出⽅法の 明に⼊る前に，本統計の
概要について簡単に触れておきたい。

「⼈⼝動態市区町村別統計」は，地域の保 ・ ・福 に関する各 情報を総合的に
集し， 析する機能の 実が保 所に求められている状況に対応して， 58〜62 年の 5
年間に発⽣した保 所別・市区町村別の⼈⼝動態に関する各指標がまとめられたものが最

である（ ⽣省⼤ 統計情報部 1990）。その後も国勢調査を中間年とする 5 年間の
保 所別・市区町村別の⼈⼝動態に関する各指標がまとめられた統計が 5 年ごとに作成さ
れ，2020 年 7 ⽉に公表された「⼈⼝動態特 報  平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保 所・市区
町村別統計」で 7 回⽬となる。すべて⽇本国内で発⽣した⽇本⼈のデータが基となってお

1 「⼈⼝動態市区町村別統計」では「合計特 出⽣率」の表現が⽤いられているが，本稿では「合計出⽣
率」と表記する。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月

- 51 -



合

（ ）
⼥性 （ ）

（ ） 1.12521

り，期間中に市町村合併等が発⽣した場合は期末時点の境域により集計されている。 
本統計で表章されている主な指標として， の年齢階級別出⽣率，合計出⽣率， 死亡

率，死 率， 率， 率，死亡率（死因別），標準化死亡⽐（死因別）などがあり，こ
れらの指標は保 所や地⽅⾃治体のみならず，研究者による地域別の⼈⼝動態分析にも幅

く活⽤されている。 
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 「⼈⼝動態市区町村別統計」における市区町村別合計出⽣率（実 値）の算出⽅法につい
ては各回で 通しているため，平成 25〜29 年統計を例に 明する。 
 平成 25〜29 年統計においては，平成 25〜29 年の 5 年間の「⼈⼝動態統計」による⼥性
5 歳階級別出⽣数を分⼦，平成 27 年「国勢調査」による⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝の 5 倍
を分 として年齢 5 歳階級別出⽣率を算出し，その合計を 5 倍することによって合計出⽣
率が算出されている。なお，分 となる⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝は年齢不詳⼈⼝・国籍不
詳⼈⼝を 分した⼈⼝が⽤いられており，平成 25〜29 年統計ではこの値が「政府統計の総
合 ⼝」（e- tat）に参考表として 載されている。たとえば， 県 海市の合計出⽣率の
算出結果は表 1 のとおりであり，合計出⽣率を⼩数点以下 3 位で ⼊した値は公表値
（1.13）に⼀ する。 
 

表 1 合計出⽣率（実 値）の算出例（ 県 海市，平成 25〜29 年） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 ところで，平成 15〜19 年以降の「⼈⼝動態市区町村別統計」では合計出⽣率の実 値が
表章されていない市町村が散⾒される。平成 25〜29 年統計における保 所別・市区町村別
の年齢別出⽣率・合計出⽣率の表には「合計特 出⽣率の標準誤差が 0.1 以上のときは、合
計特 出⽣率を「 」で表章している。」という注意書きがあり，これは⼈⼝規模が⼩さい
市町村では合計出⽣率が不安定となるため，実 値が表章されていないことを意味してい
る。 ⽣労働省政策統 参事 ⼈⼝動態・保 社会統計 （2020）に，「市区町村別
の合計特 出⽣率および標準化死亡⽐は，⼈⼝規模の⼩さい地域では，出⽣数や死亡数の少
なさに 因して数値が不安定となるため，⼩地域の指標の推定に有⼒なベイ 推定を⽤い
て推定した。」と書かれているとおり，平成 5〜9 年統計以降では合計出⽣率に関して実

資料： 「⼈⼝動態統計」， 「国勢調査」 
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値のほかにベイ 推定値が表章されるようになっている。表 2 は，「⼈⼝動態市区町村別統
計」における市区町村別合計出⽣率の表章をまとめたものであるが，平成 10〜14 年統計以
降では実 値に代わりベイ 推定値が主たる表章となり，上述のように平成 15〜19 年統計
以降では標準誤差の⼤きい（⼈⼝規模の⼩さい）市町村において実 値が⾮表章となってお
り，平成 25〜29 年統計では 418 市町村が該当する2。 
 
 

表 2 「⼈⼝動態市区町村別統計」における市区町村別の合計出⽣率の表章 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：グ ー表⽰は主たる表章値。「ベイ 推定値」において，当該市区町村を含む「より い地域」の観

値として ⽤されているのは，平成 10〜14 年以前では 次 圏，平成 15〜19 年以降では都道府県。 

 
 
 合計出⽣率のベイ 推定の理論的背景や考え⽅については佐 ほか（1999）を参照され
たいが，「⼈⼝動態市区町村別統計」で適⽤されているベイ 推定のイメージは図 1 のとお
りである。すなわち合計出⽣率のベイ 推定値は，市区町村別に観 される出⽣率に当該市
区町村を含む「より い地域」の出⽣率の情報を加味する形で算出される。ここで，市区町
村を含む「より い地域」として適⽤されているのは，平成 10〜14 年統計以前では 次

圏，平成 15〜19 年統計以降では都道府県である。合計出⽣率（ベイ 推定値）の 体的
な算出⽅法は，佐 ほか（1999）にも記されているが，以下では「市区町村を含むより い
地域」を都道府県としている平成 25〜29 年統計の「⽤ の 等」による記述に基づいて
記す。 
  
  

                                                       
2 東⽇本⼤ の影響により合計出⽣率が表章されていない 11 市町村を除く。 

：表章 

：標準誤差が⼤きい 

  町村では⾮表章 

：⾮表章（平成 10〜 

  14 年統計で事後的 

  に表章） 
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資料： ⽣労働省「平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保 所・市区町村別統計の概況」の「参考 ベイ 推定と

は」（https://www.mhlw.go.jp/tou ei/sai in/hw/jin ou/other/ho en19/dl/san ou.pdf） 

 
図 1 ベイ 推定の⽅法 

 
ある都道府県 i の市区町村 j における，平成 27 年「国勢調査」による⼥性 〜 +4 歳⼈⼝

を𝑁 , ，平成 25〜29 年の 5 年間の「⼈⼝動態統計」による⼥性 〜 +4 歳の出⽣数を𝐵 , と
すると，当該年齢階級における出⽣率の実 値（𝑏 , ）は， 
 

𝑏 , 𝐵 ,

5 𝑁 ,  

 
として求められる。 15，20，25，30，35，40，45 について𝑏 , を算出し，それらを合計
した値が合計出⽣率（実 値）となる。都道府県 i 全体の⼥性 〜 +4 歳⼈⼝と⼥性 〜 +4
歳の出⽣数をそれぞれ𝑁 ，𝐵 とすると， 
 

𝑁 ∑ 𝑁 ,   𝐵 ∑ 𝐵 ,  
 
となり，年齢別出⽣率に関する⼥性⼈⼝の み け平 （𝐸 ）と分散（𝑉 ）を下記の によ
り求める。 
 

𝐸 𝑏 , 𝑁 ,

𝑁
 

𝑉 𝑏 , 𝑁 ,

𝑁
𝐸  
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（ ） 1.53567

 
ここで，下記の によりパラメータ𝛼 ，𝛽 を求める。 
 

𝛼 𝐸
𝐸 1 𝐸

𝑉
1  

𝛽 1 𝐸
𝐸 1 𝐸

𝑉
1  

 
これらのパラメータを⽤いることにより，市区町村 j の年齢別出⽣率（ベイ 推定値：𝑏 , ）
は， 
 

𝑏 , 𝛼 𝐵 ,

𝛼 𝛽 5 𝑁 ,  

  
として求められる。 15，20，25，30，35，40，45 について𝑏 , を算出し，それらを合計
した値が合計出⽣率（ベイ 推定値）となる。𝛼 （𝛼 𝛽 ）は都道府県 i の年齢別出⽣率
に⼀ し，その合計を 5 倍した値も当 ながら都道府県 i の合計出⽣率に⼀ することにな
る。したがって，市区町村別の合計出⽣率（ベイ 推定値）は，当該市区町村が属する都道
府県の合計出⽣率（実 値）に近づき，市区町村の⼈⼝や出⽣数が少なくなるほど𝛼 （𝛼

𝛽 ）の寄与度が⼤きくなるため，都道府県の合計出⽣率（実 値）に き寄せられること
になる。 

上述の により，たとえば 県のパラメータ（𝛼 と𝛽 ）を算出すると表 3 のとおりと
なり，この𝛼 と𝛽 をもとに 海市の合計出⽣率（ベイ 推定値）を算出したのが表 4 であ
る。合計出⽣率（ベイ 推定値）の算出結果を⼩数点以下 3 位で ⼊した値は公表値
（1.22）と⼀ し，合計出⽣率（実 値）と⽐較すると約 0.1 上昇している。 県の全市
町において，合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ 推定値）を⽐較したのが表 5 であ
る。⼈⼝規模の⼤きい市や⾏政区では両者の差はほとんどないが，⼈⼝規模が⼩さくなると
差が がる ースも⽬⽴ち，合計出⽣率が表章されていない 5 町のうち 町・⻄伊 町・
川根本町では約 0.2 の差がある。 

 
 

表 3 𝛼 と𝛽 の値（ 県，平成 25〜29 年） 
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0.003 -0.015
-0.001 -0.008
0.003 -0.027
-0.002 0.007
-0.012 0.066
-0.006 -0.033
-0.003 -0.019
0.001 の 0.022
-0.007 0.010
0.111 0.149
0.007 -0.177
0.100 -0.057
0.002 -0.014
0.001 0.233
0.013 0.008
0.004 -0.011
-0.001 -0.047
-0.002 -0.011
0.008 0.006
-0.006 0.209
0.004 0.067
-0.018

（ ）
1.12521

（ ）
1.22485

表 4 合計出⽣率（ベイ 推定値）の算出例（ 県 海市，平成 25〜29 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注： は出⽣数， は⼥性⼈⼝， と は表 3 の値。 

 
 

表 5 合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の⽐較（ 県内市区町，平成 25〜29 年） 
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図 2 は，平成 25〜29 年統計で合計出⽣率（ベイ 推定値）が表章されている 1,885 市区
町村について，合計出⽣率（実 値）を横 ，合計出⽣率（ベイ 推定値）を とした散
布図である。上述のように，市区町村別の合計出⽣率（ベイ 推定値）は当該市区町村が属
する都道府県の合計出⽣率（実 値）に近づくことになるため，合計出⽣率（ベイ 推定値）
の分布は合計出⽣率（実 値）と⽐較して い ンジに まる。また図 3 は，2015 年の⽇
本⼈⼈⼝を横 ，合計出⽣率（ベイ 推定値）の合計出⽣率（実 値）に対する⽐を と
した散布図である。本図で⽰されているとおり，⼈⼝規模が概ね 30,000 ⼈以上では概ね⽐
が 0.9〜1.1 の範囲に まっているが，⼈⼝規模が⼩さくなるほど⽐はバラツキが⼤きくな
り，⽐の最⼤値は 県上北 村の 1.95（2015 年⽇本⼈⼈⼝ 511 ⼈，合計出⽣率（実 値）
0.67，合計出⽣率（ベイ 推定値）1.30），⽐の最⼩値は沖縄県北⼤東村の 0.56（2015 年⽇
本⼈⼈⼝ 627 ⼈，合計出⽣率（実 値）3.86，合計出⽣率（ベイ 推定値）2.14）であった。
合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ 推定値）の上位と下位の 10 市区町村（表 6）
を⾒ても両者は⼤きく異なっており，とりわけ下位 10 市区町村については，合計出⽣率（ベ
イ 推定値）では政 指定都市の⾏政区が⼤半を占めるのに対して，合計出⽣率（実 値）
では 地域に属する町村が⽬⽴つ結果となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の分布（全国，平成 25〜29 年） 
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（ ϮϬϭϱ年）

（ ϱϭϭ ）
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（ ϲϮϳ ）
（ ϯ͘ϴϲ Ϯ͘ϭϰ）

3.86 2.47
3.30 2.46
3.09 2.40
3.02 2.35
2.74 2.30
2.69 2.29
2.65 2.28
2.64 2.26
2.62 2.25
2.60 2.22

0.61 0.84
0.67 0.89
0.70 0.91
0.71 0.92
0.81 0.93
0.81 0.94
0.83 0.95
0.84 0.96
0.86 0.97
0.87 0.97

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 ⽇本⼈⼈⼝の規模とベイ 推定値の実 値に対する⽐（全国，平成 25〜29 年） 
 

 
表 6 実 値とベイ 推定値による合計出⽣率が上位と下位の 10 市区町村 

（全国，平成 25〜29 年） 
実 値         ベイ 推定値 
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上述のように，ベイ 推定法は平成 5〜9 年統計で めて適⽤された後，平成 10〜14 年
統計以降は，市区町村別の合計出⽣率はベイ 推定値が主たる表章値となっている。ベイ
推定法は⼩地域別の⼈⼝動態指標の推定に有 な⼿法とされ，「⼈⼝動態市区町村別統計」
では標準化死亡⽐にも適⽤されているが，その妥当性について検証した資料は⾒当たらな
い。本節では主にベイ 推定の妥当性を検証することを⽬的として，平成 5〜9 年統計から
平成 25〜29 年統計の 5 期間を対象に合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ 推定値）
の⽐較を⾏う。妥当性の には本来多⾓的な検証が必要であるが，両者の差の偏りはひと
つの 材料となるだろう。仮に両者の⼤⼩関係に⼤きな偏りがなければ，ベイ 推定法は
妥当である可能性が⾼いが，どちらか⼀⽅の値が継続的に⾼い（または低い）場合はベイ
推定法が必ずしも妥当とはいえないと考えられる。 

平成 20〜24 年統計以前では，分 となる国勢調査の年齢不詳⼈⼝（および国籍不詳⼈⼝）
分 みの⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝が存在しないため，公表値から「⼈⼝動態市区町村

別統計」で表章されている実 値とベイ 推定値を 現することができない。そこで，まず
「⼈⼝動態市区町村別統計」による合計出⽣率の実 値と整合的な⼥性 5 歳階級別⽇本⼈
⼈⼝を求めることとした。平成 17 年以前の国勢調査では年齢不詳⼈⼝のみが存在するが，
年齢不詳⼈⼝を⽇本⼈と外国⼈の総⼈⼝により⽐例配分した後，⽇本⼈として配分された
⼈⼝を⽇本⼈の年齢別⼈⼝により⽐例配分することによって実 値と整合的な⼥性 5 歳階
級別⽇本⼈⼈⼝を得た。⼀⽅，平成 22 年国勢調査では年齢不詳⼈⼝に加えて国籍不詳⼈⼝
も存在し，双⽅の不詳⼈⼝を 分する必要があるが， 県から されたワークシートに
より全国の市区町村について実 値と整合的な⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝の作成が可能と
なった3。また上述のように，ベイ 推定にあたり平成 5〜9 年統計と平成 10〜14 年統計で
は「市区町村を含むより い地域」として 次 圏が適⽤されているが，これを平成 15
〜19 年統計以降で適⽤されている都道府県に き えてベイ 推定値の 計算を⾏った。 

5 期間での⽐較にあたり，ひとつ問題となるのは「平成の⼤合併」等に伴う各期間におけ
る市区町村境域の違いである。そのため市区町村は平成 29 年末現在の境域に統⼀し，期間
中に⾏政区の 編などが多く発⽣している政 指定都市については市全体を 1 境域とした。
年齢別出⽣率の実 値は単 に合併後の境域にデータを組み えるだけで算出可能である
が，ベイ 推定値（𝑓 ）は下記の により算出した。 

 

𝑓
∑ 𝑃 , 𝑓 ,
5 ∑ 𝑃 ,

 

 

                                                       
3 ワークシートをご いただいた 県 康福 部こども 来局こども 来課の 知 様に く感

し上げる。 
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年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

の

ここで，𝑃 , ：合併前境域の市町村 i の⼥性年齢 〜 +4 歳⽇本⼈⼈⼝，𝑓 , ：合併前境域の
市町村 i で算出した⼥性 〜 +4 歳のベイ 推定出⽣率，である。すなわち，合併前の境域
で算出した年齢別出⽣率（ベイ 推定値）と⼥性の年齢 5 歳階級別⼈⼝の をベイ 推
定値による合併後の出⽣数と考え，これを合併後の⼥性の 5 歳階級別⼈⼝の 5 倍で割った
値を合併後の年齢別出⽣率（ベイ 推定値）とした。この年齢別出⽣率の合計を 5 倍した値
が合計出⽣率（ベイ 推定値）となる。 
 県の市町において，5 期間における実 値とベイ 推定値の⽐較を⾏った結果を表 7
に⽰した。全体としてみれば，⼈⼝規模の⼩さい⾃治体では概ね実 値の⽅が⾼い傾向があ
るが，地域によっても傾向が異なっている。図 4 は，これらのなかから 市・ 町・⻄
伊 町の 3 市町について合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ 推定値）の推移を⽰し
たものである。 市と⻄伊 町では 5 期間ともベイ 推定値の⽅が⾼いが，⼈⼝規模の
⼤きい 市では実 値との差はいずれもごくわずかであるが，⻄伊 町ではやや差が⼤
きくなっている。⼀⽅ 町では に 5 期間とも実 値の⽅が⾼く，とくに平成 15〜19 年
以降では差が⼤きい。 
 
 

表 7 合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の⽐較（ 県内市町） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

：実 値 ベイ 推定値   実 値 ベイ 推定値 
 

注：グ ー表⽰は「平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保 所・市区町村別統計」において 

合計出⽣率が⾮表章となっている⾃治体 
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図 4 合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の⽐較（ 市， 町，⻄伊 町） 
 
図 3 に⽰したように，⼈⼝規模が⼤きくなれば合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ
推定値）の差は ⼩することから，以下では⼈⼝規模の⼩さい⾃治体を対象として両者の

⽐較を⾏う。平成 25〜29 年統計において合計出⽣率（実 値）が⾮表章の全国 418 市町村
のうち，平成 10〜14 年統計と平成 15〜19 年統計で合計出⽣率（ベイ 推定値）が表章さ
れていない東京都三 村を除く 417 市町村において，実 値とベイ 推定値の 5 期間の⼤
⼩関係を⽰したのが表 8 である。5 期間すべてにおいて実 値がベイ 推定値を上回る市町
村は 176（全体の 42.2％）にのぼる。5 期間中 4 期間において実 値の⽅が⾼い市町村も 88
（全体の 21.1％）となり，6 割以上の市町村では実 値が⾼い⽅に偏っているといえる。⼀
⽅で，5 期間中実 値がベイ 推定値を上回るのが 1 期間以下の市町村も 53（全体の 12.7％）
存在し，これらの市町村では実 値が低い⽅に偏っているといえる。以下では，個別の市町
村について実 値とベイ 推定値の推移を観察する。 
 
 

表 8 合計出⽣率が実 値 ベイ 推定値となる期間数別市区町村数 
（平成 5〜9 年から平成 25〜29 年の 5 期間について） 

 
 

 
注：平成 25〜29 年統計で合計出⽣率（ベイ 推定値）が⾮表章となっている 417 市町村について。 

 
  
まず，福島県 町では図 5-1 のとおりである。 町では実 値がジグ グに推移してい
るが，ベイ 推定値（都道府県）では らかな変化となっており，ベイ 推定により⻑期的
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合
な傾向が概ね的 に捉えられている例と考えられる。⼀⽅，東京都 島村（図 5-2）をみ
ると，5 期間すべてにおいて実 値がベイ 推定値を上回り，両者の差が⾮常に⼤きくなっ
ている。 島村は 2015 年の総⼈⼝が 335 ⼈の⼩規模⾃治体であることに加え，出⽣率の
低い東京都を「より い地域」としてベイ 推定が⾏われるため，ベイ 推定値（都道府県）
は東京都の実 値に き寄せられることになる。ただし，「より い地域」を 次 圏「島
し 」としてベイ 推定が⾏われている平成 5〜9 年と平成 10〜14 年のベイ 推定値（
次 圏）では，ベイ 推定値（都道府県）よりも⼤幅に実 値に近い値となっている。

県下 ⽥町（図 5-3）では， に 5 期間すべてにおいて実 値がベイ 推定値（都道府県）
を下回るが，「より い地域」を 次 圏「 」としてベイ 推定が⾏われている平成
5〜9 年と平成 10〜14 年のベイ 推定値（ 次 圏）では，やはり実 値に近くなってい
る。沖縄県多 間村（図 5-4）は，平成 10〜14 年統計において「⼈⼝動態市区町村別統計」
開 以降で合計出⽣率が最⾼値となる 3.14 を記録したことにより，当時⼤きな注⽬を集め
たが，これは「より い地域」を 次 圏「 」とした場合のベイ 推定値（ 次
圏）の値であり，「より い地域」を沖縄県とした場合のベイ 推定値（都道府県）は 2.45
となる。⼀⽅，平成 10〜14 年の実 値は 4.63 であり，双⽅のベイ 推定値より⼤幅に⾼
い。その後も平成 20〜24 年までは実 値で⾼い⽔準を 持し，ベイ 推定値（都道府県）
との が⼤きいが，平成 25〜29 年では実 値が急低下したためにベイ 推定値（都道府
県）とほぼ同じ⽔準となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 合計出⽣率の推移（福島県 町） 
 
 

実 値 

ベイ 推定値（ 次 圏） ベイ 推定値（ 次 圏） 

ベイ 推定値（都道府県） 
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図 5-2 合計出⽣率の推移（東京都 島村） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-3 合計出⽣率の推移（ 県下 ⽥町） 
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ベイ 推定値（都道府県） 

ベイ 推定値 
（ 次 圏） 

ベイ 推定値（都道府県） 

実 値 ベイ 推定値 
（ 次 圏） 
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図 5-4 合計出⽣率の推移（沖縄県多 間村） 
 
 

㸴㸬ࡵࡲ⪃ᐹ 
 本稿では，「⼈⼝動態市区町村別統計」における合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の算
出⽅法を したうえで，平成 5〜9 年から平成 25〜29 年の 5 期間においてとくに両者の
値の が⼤きくなりがちな⼈⼝規模の⼩さい⾃治体を中⼼として実 値とベイ 推定値
の⽐較を⾏った。その結果，⼩規模⾃治体では全体の 6 割以上において実 値が⾼い⽅に
偏っており，ベイ 推定により市町村の出⽣率（実 値）より低い都道府県の出⽣率（実
値）に き寄せられる傾向が強いことなどが明らかとなった。以下では，その要因等につい
て考察を加える。 
 都道府県内には都市的な地域と 村的な地域が存在し，概ね前者では⼈⼝規模が⼤きく
出⽣率は低いのに対して，後者では⼈⼝規模が⼩さく出⽣率は⾼い。 三述べているように，
平成 15〜19 年以降のベイ 推定では「より い地域」として都道府県が ⽤されているた
め，市区町村別の出⽣率（ベイ 推定値）は都道府県の出⽣率（実 値）に近づくことにな
るが， 村的で⼈⼝規模の⼩さい市町村では概して都道府県の出⽣率より⾼い傾向がある
ために，ベイ 推定値よりも実 値の⽅が⾼くなりがちとなる。また，都道府県の出⽣率は
⼈⼝規模の⼤きい域内の都市的な地域の出⽣率に近くなるために，⼈⼝規模の⼩さい市町
村では実 値とベイ 推定値の差が がりやすい。また， 村的な性格が強い地域でも，地
域 有の事情等によって実 値が低い⽅に偏る市町村も少なくない。たとえば，平成 5〜9
年から平成 25〜29 年の 5 期間中 4 期間で実 値がベイ 推定値を下回っている東京都 多

町では，町内に ⼈科や⼩ 科など⼦ て⽀援に必要な 科がない（ 野 2011）こ

ベイ 推定値 
（ 次 圏） 

実 値 

ベイ 推定値 
（都道府県） 
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となども低出⽣率に影響していると考えられ，同様の ースは他にも存在するであろう。も
ちろん，⼈⼝規模が⼩さくなるほど出⽣率が不安定になりやすいことは いない事実であ
り， らかの 正の必要性は められるものの，上述のような諸々の事情を考慮すると，「よ
り い地域」を都道府県とする現⾏のベイ 推定法には，検討の余地が⼤きいといえるので
はないかと考えられる。 
 仮にベイ 推定の 組みを 持するのであれば，「より い地域」を平成 10〜14 年統計
以前において ⽤されていた 次 圏に すことがひとつの可能性としてあり得るだろ
う。 次 圏は，都道府県別に概ね 30 万⼈ 度の⼈⼝規模を持つ⽇常⽣活圏として全国
を うように定められている区域であり，出⽣や死亡に関してもある 度同⼀的な性格を
持っている（佐 ほか 1999）。図 5-1〜図 5-4 からも明らかなように，平成 5〜9 年と平成
10〜14 年では，ベイ 推定値において「より い地域」を都道府県とするよりも 次
圏とした⽅が概ね実 値に近い結果が得られており，「より い地域」として 次 圏は
都道府県よりも適切ではないかと考えられる。当 ながら，同じ 次 圏のなかにも都市
的な地域・ 村的な地域など様々な性格を持った地域が含まれるため，⼀ に 次 圏を
「より い地域」とすることの妥当性も検証する必要があるが，全国統⼀的な基準で指標を
算出するという観点からは⼗分検討に値するであろう。その他の推定法としては， に観
察された実 値とベイ 推定値の の情報を反映させる⼿法や，ベイ 推定法に し
ない別の⼿法も考えられる。たとえば， （2008）でも指摘されているように，合計出⽣率
の⽔準にはそれぞれの市町村における 有の事情が影響している場合も多いことから，当
該市町村のみのデータを活⽤して推定する⼿法も⼀考の 値があると われる。その場合
は 5 年間ではなく，より⻑期の⼈⼝と出⽣数のデータから当該市町村の出⽣率のト ンド
を分析し，年齢別出⽣率および合計出⽣率を推定するような⼿法があり得るだろう。 
 都道府県を「より い地域」とするベイ 推定法は，市区町村別の出⽣率のみならず標準
化死亡⽐や「市区町村別⽣命表」など死亡に関する指標作成にも活⽤されている4。死亡指
標についても，本稿で⾏ったような実 値とベイ 推定値を⽐較したうえで検証する必要
があるが，所得格差等に 因する 康格差は⼤都市圏の中⼼都市間や 外間でも存在する
ことが近年の研究でも指摘されており（ a a a and anibuchi 2020），そのような状況のな
かで⼀ に都道府県を「より い地域」としてベイ 推定法を適⽤することには，やはり検
討の余地があるといえよう。 

今後は，実 値とベイ 推定値の⽐較分析を 化させ，現⾏のベイ 推定法に代わり得る，
より 性の⾼い⼿法を検討することが主たる課題となる。 
 

                                                       
4 「市区町村別⽣命表」において，ベイ 推定の「より い地域」は，政 指定都市の⾏政区および東京
都 23 区ではそれぞれ政 指定都市全体および東京都特別区部全体とされ，その他の市町村では都道府県
となっている（ ⽣労働省政策統  2018）。 
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